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１章 背景

遺跡の発掘調査の記録として作成される発
掘調査報告書は、全国の都道府県・市町村で
毎年約１，７００冊程度発行されている１）。発掘
調査報告書は、遺跡そのものに代わる一次資
料ともいうべき重要な文化遺産の記録であり
ながら、約３００部程度の少部数発行のため、
流通範囲が限定的であり、その所在をつきと
めて利用するには困難がつきまとう典型的な
灰色文献である。遺跡資料リポジトリは、発
掘調査報告書を必要とする人が誰でもどこで
も自由に利用できる環境を作り上げようと構
想したものである。

この章では、遺跡資料リポジトリを開始す
るに至った背景として、主に発掘調査報告書
をめぐる状況について述べる。

１－１ 発掘調査報告書の刊行数
１－１－１ 既刊行点数

プロジェクトを開始するにあたって、発掘
調査報告書がこれまで何冊刊行されているか
を明らかにする必要があった。このプロジェ
クトは、発掘調査報告書の電子データを公開
するためのプラットフォームを構築するとと
もに、既発行の報告書の遡及的電子化を目指
したためである。

ところが、発掘調査報告書の刊行数のデー
タは、文化庁を始めとする埋蔵文化財関係機
関のどこからも発表されていないことが分
かった。発掘調査報告書の正確な刊行点数は
はっきりわからないのである。一説では、こ
れまで６万点程度刊行されていると言われて
いる。具体的な数値を得るべく、奈良文化財
研究所の OPAC 及び報告書抄録データベー
スを使って、推計してみたところ、次のよう
な数値が得られた（いずれも２００８年時点）。

１）奈良文化財研究所 OPAC ４７，２６０点
２）奈良文化財研究所報告書抄録データ

ベース ５５，９１１点

＊抄録データベースは、遺跡の単位でレコード
が作成されるため、上記の数値は遺跡単位の
件数である。一つの報告書に複数の遺跡が含
まれるケースもあるため、報告書の点数とし
ては、上記数値の７割程度と推定される。即
ち、５５，９１１×０．７＝３９，１３７点となる。

上記１）２）のいずれも、すべての報告書が
登録されているわけではないので、６万点と
いう数値はあながち根拠がないわけではない
と思われる。

１－１－２ 年間刊行点数
全国で、年間何点の発掘調査報告書が刊行

されているのだろうか。この数値もまた不明
であった。現在では、文化庁文化財部記念物
課の埋蔵文化財関係統計資料に報告書刊行冊
数が都道府県別に掲載されるようになってい
る２）。２０１０（平成２２）年度に刊行された報告
書は、都道府県４１８冊、市町村１，３２０冊、合計
１，７３８冊である。

１－２ 発掘調査報告書の利用環境をめぐる状
況

１－２－１ 所蔵状況
発掘調査報告書は、３００部程度印刷され、

関連機関に配布される。販売されるケースも
あるが、通常の出版物の流通ルートには乗ら
ない文献である。発掘調査報告書を所蔵して
いる機関としては、次の機関がある。

１）公共図書館
２）大学

・考古学研究室・ミュージアム等学内施
設

・大学図書館
３）国立国会図書館
４）奈良文化財研究所
５）地方自治体・埋蔵文化財センター等
６）その他

・日本考古学協会

３００部という発行部数のため、いずれの機
関においても網羅的な収集は難しいと思われ
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るが、上記機関の内、３）国立国会図書館、４）
奈良文化財研究所においては、網羅的な収集
が目指されている。納本図書館である国立国
会図書館の報告書の収集冊数は２０１１刊行分で
１，５９５点であり、平成２２年度刊行分の収集率
は約９２％と推計されている３）。奈良文化財研
究所での所蔵状況は、前述のとおり２００８年時
点で約５万冊弱である。

大学での報告書の所蔵状況について、山口
大学を例に見ると次のとおりである４）。

総合図書館 ３，７３８冊
人文学部考古学研究室 １８，６４４冊
埋蔵文化財資料館 ８，９４６冊
合計 ３１，３２８冊

公共図書館における報告書の所蔵状況につ
いては具体的な数値がない。当該自治体発行
のものを中心に近隣自治体のものは網羅的な
収集が目指されていると推測されるが、全国
の報告書については、選択的なものにならざ
るを得ないであろう。

考古学研究を志す学生・大学院生や地方自
治体等の埋蔵文化財担当者、一般の研究者に
とって利用しやすいのは、最寄りの公共図書
館や大学図書館に所蔵されている報告書であ
ろうが、上記のように全国の自治体で発行さ
れている報告書をいつでも気軽に利用できる
状況ではない。

１－２－２ 発掘調査報告書の電子化と公開の
状況

発掘調査報告書の電子化については、１９９０
年代の後半頃から水山昭宏による啓蒙的な論
考が出されている５）６）７）。また、報告書オー
プンブックスというサイトが２００１年１１月に開
設されている８）。このサイトは２００６年１１月を
最後にその後は更新されていないが、報告書
をインターネット上で公開している自治体や
埋蔵文化財センターなどのサイトを確認でき
る。２００６年当時で、１８都道府県の２６機関が
PDF 版報告書をインターネット上で公開し

ている。その中から、内容が充実している代
表的なサイトを以下に挙げる。

１）愛知県埋蔵文化財センター
http://www.maibun.com/top/

２）高知県埋蔵文化財センター
http://www.kochi―bunkazaidan.or.jp/

~maibun/

上記のようにプロジェクト開始時におい
て、既にいくつかの機関が自機関が発行する
報告書を PDF 化してインターネット上に公
開していたが、いずれも個々の機関独自の取
組みにとどまり、ある程度の広域を対象とし
て、報告書のインターネット上でのアーカイ
ブと提供を志向するものではなかった。

１－３ 既存の関連データベース
発掘調査報告書のリポジトリ・システムを

検討するにあたって、類似のデータベースを
調査したところ、次のようなデータベースの
存在を確認した。

１－３－１ 報告書抄録データベース
奈良文化財研究所が、２００３（平成１５）年か

ら運用しているもので、発掘調査報告書の巻
末に掲載されている報告書抄録を収録した
データベースである。報告書抄録は、報告書
の書誌情報と遺跡の基本情報から構成される
もので、遺跡資料リポジトリがメタデータ項
目として採用したものである。

毎年、文化庁記念物課から各都道府県教育
委員会宛にデータ提供の依頼文書が出され、
都道府県単位で取りまとめて奈良文化財研究
所へデータが送付される。奈良文化財研究所
では、データチェックの上、データの登録・
更新を行っている。現在、７４，７６０件のレコー
ドが登録されている９）。なお、抄録データ
ベースは、遺跡の単位でレコードが作成され
るため、上記の数値は遺跡単位の件数であ
る。
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鳥取県（鳥取大学） 島根県（島根大学）
岡山県（岡山大学） 広島県（広島大学）
山口県（山口大学）

２００８（平成２０）年度 参加地域（参加大学）

１－３－２ 遺跡データベース
遺跡データベースは、遺跡の名称、所在

地、時代区分、位置情報等の遺跡についての
基本情報を収録したデータベースである。
データベースによっては、GIS 表示を行える
ものもある。次のようなデータベースがあ
る。

１）奈良文化財研究所 遺跡データベース
http : / / mokuren. nabunken. go. jp /

scripts/ strieveW.exe ?USER=
ISEKI&PW=ISEKI

２）島根県遺跡データベース
http://iseki.ipc.shimane-u.ac.jp/index.

html

２章 実施内容

遺跡資料リポジトリ構築の動きは、大学で
の機関リポジトリの構築が一段落した２００７
（平成１９）年度に始まる。中国地区５県域で
の共同構築を目指して、各県の発掘調査報告
書の電子化の状況等調査、発掘調査報告書関
連のデータベースなど類似のシステムの調
査、システムのコンセプトの検討及びプロト
タイプの作成等を行った。翌２００８（平成２０）
年度には、最先端学術情報基盤（CSI）整備
委託事業（第２期〈平成２０－２１年度〉）の領域
２として採択され、遺跡資料リポジトリ・プ

ロジェクトとして中国地区５県域でスタート
することになった。この章では、主に第３期
（平成２２－２４年度）委託期間における活動に
ついて、１）活動概要、２）システム、３）メ
タデータ、４）電子化、５）広報に分けて報告
する。

２－１ 活動概要
２－１－１ 第２期委託事業期間（平成２０－２１年

度）
２００８（平成２０）年度（第２期１年目）

第２期１年目の２００８（平成２０）年度は、シス
テム設計・開発を行い、参加５県域の大学へ
システムを導入・構築を行った。併せて、各
県の自治体文化財担当部署と協議を進め、報
告書の収集とメタデータの収集・作成を開始
した。

２００９（平成２１）年度（第２期２年目）
第２期２年目の２００９（平成２１）年度は、参加

地域が１２府県（大学）へと拡大した。システ
ム面での改善を図るため、次のような開発を
行った。各県の遺跡資料リポジトリの横断検
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宮城県（東北大学） 茨城県（筑波大学）
大阪府（大阪大学） 兵庫県（神戸大学）
鳥取県（鳥取大学） 島根県（島根大学）
岡山県（岡山大学） 広島県（広島大学）
山口県（山口大学） 香川県（香川大学）
高知県（高知大学） 宮崎県（宮崎大学）

２００９（平成２１）年度 参加地域（参加大学）
＊緑色は新規参加地域

索システムの開発、遺跡情報検索及び GIS
連携機能の開発、報告書全文検索機能の開
発、Google 及び Google マップ連携機能の開
発などである。また、科学研究費補助金研究
成果公開促進費の補助を受けて、報告書の電
子化を進めた。

２－１－２ ２０１０（平成２２）年度（第３期１年目）
参加地域の拡大

第３期１年目の２０１０（平成２２）年度には、２０
府県（大学）へと参加地域が拡大した。第２
期では、参加地域の連携大学にサーバを構築
する方式をとったが、第３期の新規参加地域
についてはこの方式をとらず、国立情報学研
究所（NII）の共同サーバ上に参加地域ごと
の領域を切って、遺跡資料リポジトリを構築
する方式をとった。

システムの改善及び電子化の推進
共同サーバへの対応を行うためのWebDAV

機能、メタデータ登録の負荷軽減のため登録
した PDF データからのメタデータ自動生成
機能、一覧表示及び詳細表示画面での PDF
サムネイル表示機能の実装などを行った。引
き続き、科研費の補助を受けて電子化を進め
た。

推進体制の整備
事業を効率的に実施するために、連携大学

スタッフによる推進体制を整備した（資料１）。
企画・広報部会、システム部会、コンテンツ
部会の３つの部会を置き、それぞれに主査・
副主査、スタッフを配置した。
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２－１－３ ２０１１（平成２３）年度（第３期２年目）
参加地域の伸び悩み

大学図書館が主導する形の現在の事業モデ
ルでは、自治体が新たに参加を希望したとし
ても、大学図書館に参加動機がなければ参加
地域の拡大は望めない。大学図書館側の事情
に左右されるこのモデルでは、今後、新たな

参加都道府県の拡大につながらないことが明
らかとなってきた。２０１１（平成２３）年度は、
新規参加がないまま前年度と同様の２０府県
（大学）での取組みとなった。

新たな事業モデルの模索
CSI 委託事業終了後も持続的に参加都道府
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県を拡大し、安定的な運用が行えるような新
たな事業モデルを検討した。将来の新たな事
業モデルとして「広域遺跡クラウド（広域モ
デル）」と「集積遺跡クラウド（集積モデル）」
を想定した。広域モデルは、複数の都道府県
の自治体が直接参加し、コンテンツの登録・
管理を行うものである。集積モデルは広域モ
デルの発展型であり、個別参加の自治体のコ
ンテンツの収集・公開を行う外に、他の遺跡
資料リポジトリ（大学個別サーバ及び NII 共
同サーバ）から公開されているデータを集積
してバックアップを行うものである。集積モ
デルは国内の２～３ヶ所に置くことを想定し、
相互にバックアップを行うことで、大規模災
害時のデータ消失を防ぎ、停電等によるシス
テム休止時においても他のシステムがサービ
スを代替して、安定的な運用の実現を図ろう
とするものである。

広域モデルを実現するために必要な条件を
整理するために、発掘調査報告書発行機関を
対象としたアンケート調査を行い、広域モデ
ルのための新たなシステム開発及び改修を
行った。また、将来、システムの設置・運用
が可能な機関の候補として、国立文化財機構
奈良文化財研究所と協議を行った。

「遺跡発掘調査報告書作成および遺跡資料リ
ポジトリ利用環境に関するアンケート調査」

広域モデルは、発掘調査報告書発行機関の
担当者が自らデータを登録（セルフアーカイ
ブ）することが前提となる。このため、自治
体などの報告書発行機関における報告書作成
の実態及びネットワーク環境等のセルフアー
カイブを進めるための基礎データを収集する
ことを目的として、全国の都道府県、市町村
を対象に標記のアンケート調査を実施した。
４４４機関から回答があり（回収率２５％）、今後
の事業推進のための貴重なデータを集めるこ
とができた。アンケートの結果を資料２に掲
げる。

広域モデルに対応したシステム開発
上記アンケート調査の結果を見ると、ネッ

トワーク環境が必ずしも十分でない機関があ
ることも予想されたため、通信回線速度に制
限のある環境下でも安定的な登録を可能にす
るためのシステム開発及び改修を行った。個
別モジュール（試行版）の開発とこれに対応
するサーバ機能の改修である。

個別モジュールは、通信回線速度等のネッ
トワーク制限がある環境下で安定的な登録を
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実現するために配布する OS 依存の低いモ
ジュールである。USB メモリや USB ディス
ク上に構築された個別モジュール（簡易遺跡
資料リポジトリ・システム）を Windows 等
の JRE が利用できる環境で実行可能とする
もので、この機能によりサーバへ登録する際
に、サイズの大きな PDF ファイルを小さく

分割転送し、サーバ上で再構成を行うことが
可能となった。

機能の高度化のためのシステム改修
遺跡資料リポジトリ連携大学からのシステ

ム改良要望を取り入れて、より汎用的に使え
るよう以下の項目の改修を行った。
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○メタデータ項目の取扱と名称変更
○PDF 一括登録機能の改良と一括公開機能

の実装
○ログ集計の日単位への対応

報告書発行機関等によるセルフアーカイブの
推進

広域モデルを始めとして、遺跡資料リポジ
トリが今後自立的に運用されるためには、報
告書発行機関の担当者によるセルフアーカイ
ブが進められなければならない。セルフアー
カイブの推進のために、上に述べたシステム
の改善を行うとともに、次のようなドキュメ
ントを作成し公開した。
○遺跡資料リポジトリが推奨する出版時電子

化仕様（資料４）
自治体において報告書を印刷する時に、
PDF データを併せて作成する場合の推奨
仕様

○セルフアーカイブのためのマニュアル
自治体担当者がセルフアーカイブを行う手
順を示したマニュアル

２－１－４ ２０１２（H２４）年度（第３期３年目）
広域モデルの実現に向けて ―奈良文化財研
究所と連携して実証実験を開始―

発掘調査報告書の発行機関が直接プロジェ
クトに参加し、発行機関によるセルフアーカ
イブを基本とする「広域モデル」を実現する
ために、奈良文化財研究所と連携して実証実
験を開始した。

実証実験を始めるにあたり、奈良文化財研
究所と連携研究の協定を締結し、実施のため
の枠組みを整えた。そして、全国の都道府県
及び政令指定都市の教育委員会宛に参加依頼
文書を発送し、参加を呼び掛けた。広域モデ
ルのシステムは、国立情報学研究所の共同
サーバ上に構築した。現在までに、６機関が
参加し、それぞれ既に保有している報告書の
PDF データをセルフアーカイブにより登録
を進めている。今後、２年間程度の実証実験

を経て、運用上及びシステム上の問題点・課
題を集約し、必要な改善を行うことにしてい
る。

複数県域を対象とする信州大学の取組み
遺跡資料リポジトリの今後の推進枠組みと

して、それぞれに異なる自治体の事情に応じ
て柔軟に対応できる複線的な推進枠組みが求
められる。従来からの大学図書館が中心と
なって進める大学図書館モデルの他に、自治
体が直接参加する広域モデルが今後の推進枠
組みの中心となるが、もうひとつの注目され
る取組みとして、信州大学が進める広域モデ
ルがある。

信州大学は、長野県内の県及び市町村が発
行する報告書の電子化を積極的に進め、これ
までに約２，４００冊余りの電子化を行い公開し
ている。信州大学は、２０１２（平成２４）年度新
たに山梨県教育委員会と協定を結び、山梨県
内の自治体が発行する報告書の収集を進め、
電子化を行うことになった。自県域内だけで
なく、周辺県域を対象とする広域モデルを志
向した大学図書館モデルであり、これまで参
加地域の空白地帯であった中部・関東地区で
の推進枠組みとしての可能性を示すものと言
える。

システム開発・改修
広域モデルの実証実験を行うにあたって、

自治体担当者によるセルフアーカイブを容易
にするための入力インターフェイスの改良等
を中心とした改修を行った。また、広域モデ
ルの発展型として位置付ける「集積モデル」
を実現するためのリポジトリ間連携機能
（ハーベスト機能）及びリカバリー機能の開
発を行った。

２－２ システム
２－２－１ 個別版（２００８－２００９）

第２期 CSI 委託事業において、参加各大学
の個別サーバ上に実装する次のような２つの
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システムモデルを実現した。
１つ目は、サーバの LinuxOS 上に直接実装

するもので、リポジトリ・システムとしての
Earmas に遺跡サブジェクト機能を実装する
モデルである。

２つ目は、サーバの OS 上に VMware を構
築して仮想化した遺跡資料リポジトリ・シス

テムを実装するモデルである。
このように複数のシステムモデルを用意す

ることで、ホスト OS の選択肢が多くなるこ
とから、テスト環境の構築やシステム全体の
バックアップが容易となり、システムを導入
する上での選択肢が広がるメリットがあっ
た。

２－２－２ クラウド版（２０１０）
第３期 CSI 事業では、VMware の仮想環境

モデルをより進めて、国立情報学研究所

（NII）の共同サーバ上に県域毎に仮想化し
た遺跡資料リポジトリ・システムを構築する
ことで、ハードウェア管理のハードルを下げ
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る事を実現した。また、共同サーバを利用す
るにあたって、ファイル一括登録方法を個別
版で採用していた SFTP から WebDAV へ変
更した。

クラウド版では、各県域のリソースを動的
に配置することが出来るため、コンテンツ増
大に伴うディスクスペースの増量等への対応
が容易に行える利点がある。

２－２－３ 個別モジュール（２０１１）
低速回線環境下では、大容量の PDF ファ

イルの登録を行おうとした時に、セッション
タイムアウトが発生しやすく、高速回線を利
用できる大学からの代行登録が必要だった。

ネットワーク回線速度の遅い自治体からの
セルフアーカイブを促進するために、回線速
度が低速でも遺跡資料リポジトリシステムへ
の登録を行うことが出来る個別モジュールの
開発を行った。

個別モジュールは、USB メディア上にプ
ログラムを用意し、JRE（Java Runtime Edi-
tion）環境を利用可能な Windows 等の端末

で実行する遺跡資料リポジトリ・システムで
ある。個別モジュールと遺跡資料リポジト
リ・サーバ間では、認証キーを交換すること
により、コンテンツの同期を行うことができる。

個々のコンテンツの登録は、担当者の端末
上で実行するため、回線速度の影響を受けな
い。登録された実データをサーバ側と同期を
とる際に、PDF ファイルを１MB 単位で分割
して http プロトコルでサーバに送るため、
低速回線環境下でのセッションタイムアウト
発生を減らすことが出来る。

サーバ側では、分割された PDF ファイル
を結合して元の PDF ファイルを復元する。

２－２－４ 広域版（２０１２）
広域版は、複数県域を１つの遺跡資料リポ

ジトリ・サーバ上で管理できるシステムであ
り、これまでの大学個別版による各県域内を
管理するモデルとは異なり、広域の自治体を

対象とする広域モデルを実現するものであ
る。広域版には、次の２つのモデルを用意し
ている。

１つ目は、信州大学が長野県と山梨県を管
理するもので、２つのサービスを動かすこと
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により両県それぞれのトップページを持つ従
来のモデルに近いものとなる。

２つ目は、奈良文化財研究所と連携して試
行運用する全国の自治体を１つのサービスと
して管理するものである。

２つ目のモデルでは、個々の県域のトップ
ページは持たないが、各自治体の公開状況
ページが用意されている。また、リポジトリ
の登録経験の無い自治体での登録を考慮して、
項目名称や画面遷移の見直しを行った。

２－３ メタデータ
２－３－１ メタデータ項目

遺跡資料リポジトリでのメタデータは、機
関リポジトリで使用する論文をターゲットと
したものとは異なる構成をとる。

発掘調査報告書は、従来から、NACSIS-
CAT に図書（BOOK）及び雑誌（SERIAL）
のデータとして登録されていたが、研究者は
一般に奈良文化財研究所により提供される報
告書抄録データベースをよく利用する状況に
あった。

NACSIS-CAT では、資料の出版形態に
よって、図書と雑誌として登録が行われてお
り、書誌情報＋所蔵情報の確認が行えること
に特徴がある。

一方、報告書抄録データベースでは、遺跡
情報から関連する報告書の有無を検索できる
ようになっている。そのためのデータソース
は、発掘調査報告書の巻末に掲載される報告
書抄録である。報告書抄録は、報告書の書誌
事項と遺跡に関する基本情報からなるもので

ある。遺跡に関する基本情報には、遺跡名称
の他に、遺跡所在地や時代区分、位置情報、
調査年，出土物の情報等が含まれている１０）。

[CiNii Books 項目］
図書タイトル，タイトルのよみ，よみの言語
コード，別タイトル，責任表示，出版者，本
文の言語コード，出版年，書誌 ID（NCID），
版表示，件名，親書誌タイトル，ISBN，巻
冊次，内容著作注記，資料種別，著者名，よ
み，言語コード，所蔵館 URI，所蔵館名，
OPACURL

［報告書抄録項目］
・書誌部（基本メタデータ）
書名ふりがな，書名，副書名，巻次，シリー
ズ名，シリーズ番号，編著者名，編集機関，
発行機関，発行年月日，作成機関 ID，郵便
番号，電話番号，住所

１１



都道府県 ２００８
（Ｈ２０）

２００９
（Ｈ２１）

２０１０
（Ｈ２２）

２０１１
（Ｈ２３）

２０１２
（Ｈ２４）

合計
（冊） 備 考

北海道 １７ １７ 奥尻町、厚沢部町
青森県 ０
岩手県 １０７ １０７ 被災文化遺産復興支援（信州大学所蔵分）
宮城県 ２５ １１ ０ ４６２ ４９８ ２００９（Ｈ２１）－
秋田県 ０

電子化件数（主にプロジェクト経費による）

・遺跡情報部（拡張メタデータ）
本内順位，遺跡名ふりがな，遺跡名，所在地
ふりがな，遺跡所在地，市町村コード，遺跡
番号，北緯（日本測地系），東経（日本測地
系），北緯（世界測地系），東経（世界測地系）
調査期間，調査面積，調査原因，種別，主な
時代，遺跡概要，特記事項

サブジェクト・リポジトリでは、各サブ
ジェクトの特色を引き出す拡張メタ情報が必
要となると考えられるため、遺跡資料リポジ
トリのメタデータでは、書誌情報等の基本メ
タデータを機関リポジトリで採用するメタ
データと対応したものとし、遺跡情報部を拡
張メタデータとして管理する。なお、拡張メ
タデータは、必須入力項目とはしていない。

２－３－２ メタデータの登録
メタデータの登録には、NACSIS-CAT の

情報を参照して基本メタデータの作成を行
い、遺跡情報の登録を行うこともできる。ま
た、一括登録では、奈良文化財研究所の報告
書抄録データベースの CSV データを使った
一括登録も行うことができる。

基本メタデータの登録時に NACSIS-CAT
を利用した場合には、NCID を取り込めるた
め、CiNii Books とのデータ連携が容易とな
る。

NACSIS の参照データは、当初 Webcat
Plus を使用していたが、CiNii Books の API
が公開されたことにより、参照先を CiNii
Books に変更している。Webcat plus は、

API が公開されていなかったため検索結果
データから必要情報を取り出していたが、画
面デザインの修正が続いたため安定したデー
タソースとしては、使いづらい状況にあった。

２－３－３ メタデータの出力
奈良文化財研究所の報告書抄録データベー

ス用 CSV 出力にも対応しているため、セル
フアーカイブが進んだ場合の自治体では、遺
跡資料リポジトリへ登録した後に、報告書抄
録データベース用の CSV ファイルの一括出
力が可能となる。

２－４ 電子化
２－４－１ 電子化件数

本プロジェクトでは、既発行の発掘調査報
告書の遡及的な電子化を行い、遺跡資料リポ
ジトリで公開してきた。本プロジェクトによ
る４７都道府県別の参加状況及び電子化件数の
推移は以下の通りである。緑色が大学図書館
モデルでの参加地域、青色が２０１２（平成２４）
年から開始した広域モデルによる参加地域で
ある。２０１２（平成２４）年度までに電子化した
報告書は１万３千冊を超えている（ページ換算
すると約１５０万ページ分）。

電子化のための経費は、CSI 委託事業費の
他、科学研究費補助金研究成果公開促進費も
活用している。また、自治体独自の予算によ
り電子化した報告書も含まれる。累計表を見
ると、毎年順調にコンテンツ数が増加してい
ることが分かる。
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山形県 ８５０ ０ ９ ８５９ ２０１０（Ｈ２２）－山形県独自予算による電子化
福島県 ０
茨城県 ３５ １６３ １ ２１７ ４１６ ２００９（Ｈ２１）－
栃木県 ０
群馬県 ０
埼玉県 ０
千葉県 ０
東京都 ０
神奈川県 ０
新潟県 ０
富山県 ９３ ２９１ ３３５ ７１９ ２０１０（Ｈ２２）－
石川県 ０
福井県 ０
山梨県 ０ 信州大学による
長野県 １，５５５ ６８０ １９５ ２，４３０ ２０１０（Ｈ２２）－
岐阜県 ０ 岐阜県文化財保護センター、海津市
静岡県 １８５ １８５ 静岡県埋蔵文化財センター
愛知県 ０ 愛知県埋蔵文化財センター
三重県 ０
滋賀県 ２４９ ６ ０ ２５５ ２０１０（Ｈ２２）－
京都府 ０
大阪府 ３１７ ８８ ５２２ ４１５ １，３４２ ２００９（Ｈ２１）－
兵庫県 ５２４ ０ １０ ２９ ５６３ ２００９（Ｈ２１）－
奈良県 ９２ ２２１ ６４ ３７７ ２０１０（Ｈ２２）－
和歌山県 ０
鳥取県 １０２ ７３１ ０ ８ ０ ８４１ ２００８（Ｈ２０）－
島根県 ３０６ ６６１ １２０ ７ １３ １，１０７ ２００８（Ｈ２０）－
岡山県 ２３５ １９８ １３３ ３２ １３ ６１１ ２００８（Ｈ２０）－
広島県 １０８ ０ ０ ０ ０ １０８ ２００８（Ｈ２０）－
山口県 １６９ １５０ ０ ０ ０ ３１９ ２００８（Ｈ２０）－
徳島県 １０１ ８ ０ １０９ ２０１０（Ｈ２２）－
香川県 ４１３ １３３ ４ １１ ５６１ ２００９（Ｈ２１）－
愛媛県 １５５ ２１ １７６ ２０１０（Ｈ２２）－
高知県 ２０１ １１ ２ ４ ２１８ ２００９（Ｈ２１）－
福岡県 １，０１３ ０ ０ １，０１３ ２０１０（Ｈ２２）－福岡市の独自予算による電子化
佐賀県 ０
長崎県 ０
熊本県 ０
大分県 ０
宮崎県 ３７７ ２２４ １９２ １５５ ９４８ ２００９（Ｈ２１）－
鹿児島県 ０
沖縄県 ０
合計 ９２０ ３，６３２ ４，８３６ ２，２４６ ２，１４５ １３，７７９

２００８（H２０） ２００９（H２１） ２０１０（H２２） ２０１１（H２３） ２０１２（H２４）
参加地域数 ５ １２ ２０ ２０ ２６
電子化冊数 （累計） ９２０ ４，５５２ ９，３８８ １１，６３４ １３，７７９

電子化件数（累計）
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保存・印刷用 公開・配信用 備考
２値 ６００dpi ６００dpi テキスト・図
グレー ６００dpi ３００dpi モノクロ写真
カラー ６００dpi ３００dpi カラー写真
圧縮率 低圧縮 高圧縮 ２値：G３、多値：jpeg
ファイル分割 無 有（約３０ＭＢ） 配信対応

電子化仕様

２－４－１ 電子化仕様
発掘調査報告書は、雑誌論文などと異な

り、１０ページ未満の小冊子に近いものもあれ
ば、５００ページ以上の厚さのものもある。ま
た、内容もテキスト、地図、写真、表、線画
の実測図など多様で、特に写真・図表は研究

利用のため高い精度が必要とされる。そのた
め、本事業における報告書の電子化にあたっ
ては、高精細な保存・印刷用と公開・配信に
適した軽量な２種のファイルを作成し、目的
に応じた解像度とデータサイズに配慮してい
る。

また、報告書の電子ファイルは、出版・印
刷時に印刷業者より入手するのが、コストが
かからず最も簡便な方法であるため、「遺跡
資料リポジトリが推奨する出版時電子化仕
様」（資料４）を作成し、希望する機関に提供
しているほか、プロジェクトの Web サイト
で公開もしている。

２－５ 広報・コミュニティ形成
遺跡資料リポジトリが、参加地域を拡大し

自立的に展開していくためには、認知度を高
めるとともに、足腰の強いコミュニティを形
成し、情報の共有や相互サポートが行えるよ

うにする必要がある。このため、遺跡資料リ
ポジトリを普及・啓発するためのシンポジウ
ム及び実務者による連絡会議を毎年開催し
た。

２－５－１ シンポジウム
２０１０（平成２２）年 全国遺跡資料リポジトリ・
オープンカンファレンス
日 時：平成２２年１２月１７日（金）

１３：００～１７：３０
会 場：大阪大学附属図書館

総合図書館ホール
参加者：８１名
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プログラム： 資料３－１

２０１１（平成２３）年 全国遺跡資料リポジトリ・
ワークショップ
《東京会場》
日 時：平成２３年１１月２６日（土）

１３：００～１７：３０
会 場：国立情報学研究所 １２階会議室
参加者：３６名
プログラム：資料３－２－１

《福岡会場》
日 時：平成２３年１２月１７日（土）

１３：００～１７：３０
会 場：九州大学附属図書館視聴覚ホール
参加者：５０名
プログラム：資料３－２－２

２０１２（平成２４）年 全国遺跡資料リポジトリ・
シンポジウム
日 時：平成２４年１１月１５日（木）

１３：００～１７：３０
会 場：大阪大学附属図書館 総合図書館

A 棟６階図書館ホール
参加者：５８名
プログラム：資料３－３

２－５－２ 実務者連絡・調整会議
２０１０（平成２２）年
日 時：平成２２年９月３日（金）

１３：３０～１６：１５
会 場：大阪大学附属図書館 総合図書館

A 棟６階研修室
出席者：１９名

２０１１（平成２３）年
日 時：平成２３年８月５日（金）

１３：３０～１６：００
会 場：大阪大学附属図書館 総合図書館

A 棟６階図書館ホール
出席者：３１名

２０１２（平成２４）年
日 時：平成２４年８月７日（火）

１３：３０～１６：００
場 所：大阪大学附属図書館 総合図書館

A 棟６階図書館ホール
出 席：２８名

２－５－３ 日本考古学協会総会での遺跡資料
リポジトリ・セッションの開催

２０１１（平成２３）年度開催した遺跡資料リポ
ジトリ・ワークショップ（東京会場）がきっ
かけとなって、２０１２（平成２４）年度の日本考
古学協会総会の研究発表プログラムにおいて
遺跡資料リポジトリのセッションが設けられ
た。２０１１（平成２３）年度のワークショップの
講師を中心に、５名の協会員が遺跡資料リポ
ジトリをめぐる現状と課題について発表し
た。また、ポスターセッションにおいても、
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都道府県 連携大学 参加市町村数 全市町村数 参加率
北海道 （広域モデル） ２ １７９ １．１％
宮城県 東北大学 １４ ３５ ４０．０％
秋田県 秋田大学 １ ２５ ４．０％
山形県 山形大学 １ ３５ ２．９％
茨城県 筑波大学 ９ ４４ ２０．５％
富山県 富山大学 １３ １５ ８６．７％
山梨県 信州大学 ３ ２７ １１．１％
長野県 信州大学 ５９ ７７ ７６．６％
岐阜県 （広域モデル） ２ ４２ ４．８％
静岡県 （広域モデル） １ ３５ ２．９％
愛知県 （広域モデル） １ ５４ １．９％
滋賀県 滋賀大学 ２ １９ １０．５％
兵庫県 神戸大学 ４ ４１ ９．８％
奈良県 奈良女子大学 １３ ３９ ３３．３％
鳥取県 鳥取大学 １０ １９ ５２．６％
島根県 島根大学 １７ １９ ８９．５％
岡山県 岡山大学 １５ ２７ ５５．６％
広島県 広島大学 ２ ２３ ８．７％
山口県 山口大学 ６ １９ ３１．６％
徳島県 徳島大学 ４ ２４ １６．７％
大阪府 大阪大学 ２７ ４３ ６２．８％
香川県 香川大学 １４ １７ ８２．４％
愛媛県 愛媛大学 ２ ２０ １０．０％
高知県 高知大学 ２０ ３４ ５８．８％
福岡県 九州大学 １ ６０ １．７％
宮崎県 宮崎大学 １９ ２６ ７３．１％

関連の発表が行われた。
遺跡資料リポジトリのコミュニティを大学

図書館関係者の輪の外に拡大していくこと
は、プロジェクト開始以来の課題であった。
多くの考古学研究者や埋蔵文化財行政関係者
を会員に擁する考古学分野における日本最大
の学会において、遺跡資料リポジトリのセッ
ションが設けられたことは、その第一歩を標
す「一里塚」として評価できよう。
日 時： 平成２４年５月２７日（日）
場 所： 立正大学 大崎キャンパス

３章 成果・波及効果

遺跡資料リポジトリが目指す最終目標は、
全国すべての都道府県及び市町村で発行され

る発掘調査報告書が継続的に登録されるプ
ラットフォームとなることである。この観点
から、プロジェクトのこれまでの事業を評
価・検証する。

３－１ 参加地域の拡大
参加地域は、都道府県レベルで見ると２６府

県へと拡大した。大学図書館モデルでの参加
地域は２２府県、広域モデルでの参加地域は４
府県である。各府県内の市町村等の参加率
は、府県によってばらつきがある。各府県内
の参加市町村数の内訳は次のとおりである。

未参加の都道府県への展開を進めるととも
に、参加済み府県内の未参加市町村への展開
を今後進めていく必要がある。

都道府県別参加地域
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県名 公開件数 登録件数 アクセス数 ダウンロー
ド数 稼働月数

１ヶ月平均
アクセス
数

（コンテ
ン ツ１件
当たり）

１ヶ月平均
ダ ウ ン
ロード数
（コンテ
ン ツ１件
当たり）

備考

広 域 １０４ ２６９ ７９３ ６００ ４ １．９１ １．４４
宮 城 サーバ障害
秋 田 １９２ ２９４ １，４７５ １，６１８ ２ ３．８４ ４．２１
山 形 未回答
茨 城 作業中
富 山 ３４５ ５７６ １４，１４５ １７，０５１ ２２ １．８６ ２．２５
山 梨 ７５ ７５ １，８８４ ２，１２７ ４ ６．２８ ７．０９
長 野 ２，３８９ ２，３８９ １０４，１８１ １０７，８２８ ２５ １．７４ １．８１
滋 賀 ４７ ４７ １，２３５ ９６４ ４ ６．５７ ５．１３
大 阪 ５０６ ５０８ ８４，６８２ ８１，１７１ ３４ ４．９２ ４．７２
兵 庫 １３２ ５３９ ２１，２４６ １７，１２８ ２８ ５．７５ ４．６３
奈 良 未回答
鳥 取 未回答
島 根 ９５２ １，１１８ １６６，８９４ ２０１，６１９ ４４ ３．９８ ４．８１
岡 山 未回答
広 島 ４４ ５３８ １６，８８４ １５，３２１ ４３ ８．９２ ８．１０
山 口 １８２，２４１ ２，７０７ ４５
徳 島 １０９ １０９ ８，０３６ ８，０８７ ２４ ３．０７ ３．０９
香 川 ５１６ ５７１ １４８，４３０ １０５，２４８ ４５ ６．３９ ４．５３

〈参加府県別・月別〉アクセス状況

３－２ 電子化の推進
プロジェクト草創期においては、利用でき

るコンテンツのボリュームを一定量取り揃え
ておくことが新たな参加機関を呼び込む上で
重要であることから、プロジェクトでは、既
発行の発掘調査報告書の電子化を、システム
環境の開発・整備と並んで事業の柱の一つと
して位置付けて進めてきた。CSI 委託事業費
の一部を電子化経費として支出した他、科学
研究費補助金研究成果公開促進費の補助を受
けて電子化を行った。

プロジェクトの５年間に電子化した報告書
の件数は、第２章２－４に記したとおりである。
５年間に１３，７７９冊を電子化し、順次公開を進
めている。プロジェクトを開始した２００８（平
成２０）年時点における報告書の累計刊行点数
は約６万冊と推計され、毎年全国で約１，７００冊
の報告書が発行されることから、この５年間
に約８，５００冊増えたことになり、現在の累計

刊行点数は約６８，５００冊と推計される。この５
年間に電子化した冊数は、増加冊数の１．６倍
程度であるが、累計刊行点数の５分の１（２０％）
程度を電子化したことになる。

既発行報告書の遡及的な電子化は今後も進
めていく必要があるが、毎年新たに発行され
る報告書の PDF ファイルをできるだけ多く
補足し、登録につなげていく必要がある。そ
のためには、参加機関を増やしていかなけれ
ばならない。

３－３ アクセシビリティの向上
参加府県別の月別アクセス状況は、次の表

のとおりである。登録されているコンテンツ
の件数が府県によって異なることから、コン
テンツ１件当たりの１ヶ月間平均アクセス回数
を見てみる。１ヶ月間にコンテンツ１件当たり
５回前後のアクセスがあることが分かる。
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愛 媛 ２０１ ２０３ ８，４７０ ７，７０５ １８ ２．３４ ２．１３
高 知 ２０２ ２０２ １１１，１８７ １１２，９８１ ３４ １６．１９ １６．４５
福 岡 未回答
宮 崎 １，０３７ １，０７１ １５６，９２１ １７１，０９５ ３９ ３．８８ ４．２３
合 計 ６，８５１ ８，５０９ １，０２８，７０４ ８５３，２５０ ４５ ３．３４ ２．７７

※２０１３年０２月までのデータを基に集計

年月 島根県 松江市 浜田市 出雲市 益田市 大田市 安来市 雲南市 東出雲町 奥出雲町 吉賀町 隠岐の島町 島根大学 総計
２００９／７／１ １８７ １８７ ２９ １１８ ２３ ６４ ２４ １７ ２４ ６７３
２００９／８／１ ６９９ １，０７５ １１４ ６８５ ３０９ １６０ １４５ １９ １５６ ３，３６２
２００９／９／１ ６８４ １，０８７ １８７ ６９０ １６１ ２００ １１１ ２０ ５２９ ３，６６９
２００９／１０／１ ８５５ １，４０１ ２１５ ８８５ １９１ ２３３ １６６ １７ ５２１ ４，４８４
２００９／１１／１ ７３１ １，１３９ １２６ ６７７ １６４ ２１２ １８６ ２６ ５０２ ３，７６３
２００９／１２／１ １，１２５ １，７２２ ２３９ １，１２０ ２５５ ２７０ １８１ ２０ ５５６ ５，４８８
２０１０／１／１ ９２８ １，５２９ ２３０ ８１５ ５２８ ２０７ ２１１ １７２ １９ ４８７ ５，１２６
２０１０／２／１ ５９５ ９２５ １６１ １，７２５ ５６７ １５５ １８２ １０５ １６ ３３７ ４，７６８
２０１０／３／１ ６７１ ９５１ １８０ １，６１０ ５４７ １６８ １８２ １１８ １６ ３０９ ４，７５２
２０１０／４／１ ７００ １，０４４ １６５ １，１８２ ６３０ １５９ ２９９ １２２ １９ １９８ ４，５１８
２０１０／５／１ ９５１ ７２９ １３８ ９２２ ４２５ １０９ ２５５ １３０ ４９２ ２４ １９３ ４，３６８
２０１０／６／１ ６９８ ８７６ ２７５ ９５９ １，０６９ ７６ ２４４ ８７ １２４ ３０４ １６８ ３９８ １５０ ５，４２８
２０１０／７／１ ６５５ ８０３ ２６７ ８５６ ６２０ ２１１ ６６２ １０４ ６０ １０９ ６９ １０３ ２６６ ４，７８５
２０１０／８／１ ５８０ ５９９ ４６８ ９０３ ５７０ １６７ ４６７ ２１１ ６８ １２４ ６０ １０６ １３１ ４，４５４
２０１０／９／１ ５４６ １，８８８ ３７９ ７９１ ５１５ １２２ ６１５ ２０６ ６６ ２０５ ６３ ９６ ２０３ ５，６９５
２０１０／１０／１ ５３１ １，８６５ ２９８ ７７１ ４５６ ９９ ４１３ １７５ ７６ ２２４ ３６ ９０ １０２ ５，１３６
２０１０／１１／１ ６７４ １，５９１ ３５４ ８４９ ４１９ １３４ ５６７ ２２４ ７２ ２３６ ５０ ９４ １６５ ５，４２９
２０１０／１２／１ ６１２ １，８５７ ３４３ ９７９ ６２６ １４２ ４５３ １４８ ７４ ２２３ ４１ １０３ ２３６ ５，８３７
２０１１／１／１ ８９４ ２，００６ ４４８ １，３６１ ８３８ １６８ ５９６ ３６８ １１０ １９３ ５５ １１８ ３０１ ７，４５６
２０１１／２／１ ８５３ １，５４０ ４０２ １，０４０ ５９５ ３４６ ４６０ １８３ ８２ ２５７ ５０ １２４ １５０ ６，０８２
２０１１／３／１ ６１１ １，３７５ ３４３ ８８１ ５５１ １３４ ３７１ ３００ ４６ １８０ ２８ ７５ ８１ ４，９７６
２０１１／４／１ ７２１ ２，０７０ ４６１ １，０４８ ７１０ １６３ ３４３ ４２１ ７０ １３７ ４９ １３７ ２４９ ６，５７９
２０１１／５／１ ４４８ １，１７９ ２２０ ５９８ ３００ １９６ １３２ ８８ ６２ １１９ ３０ ４３ ３３３ ３，７４８
２０１１／６／１ ３３４ ４４６ ６１ １５１ ９７ ８ １１６ ２６ ９ ２２ ９ １１ ８７ １，３７７
①総計 １６，２８３ ２９，８８４ ６，１０３ １７，４４１ １４，２３８ ３，８６７ ５，４３９ ４，８０９ １，０４９ ４，１５５ ７０８ １，７１１ ６，２６６ １１１，９５３
②公開件数 ２６３ １８６ ３６ １０４ ７５ １２ ４７ １６ ７ ２５ ４ １２ １９ ８０６
③登録件数 ３０６ ２２７ ３７ １３７ ７８ ５０ ４７ １７ ７ ２９ ４ １２ １９ ９７０
④（①／②） ６２ １６１ １７０ １６８ １９０ ３２２ １１６ ３０１ １５０ １６６ １７７ １４３ ３３０ １３９

島根県〈市町村別・月別〉アクセス状況統計

＊④ コンテンツ１件当たりの平均アクセス回数

利用状況をさらに細かくみるために、市町
村別のアクセス状況について島根県の例を次
の表に示す。島根県などに比較して、大田市
や雲南市など比較的小さな自治体の報告書の
アクセス回数が高い。アクセスの多い理由と
して、関心の高い遺跡についての報告書が含
まれていること（大田市の場合「石見銀山遺

跡」、雲南市の場合「加茂岩倉遺跡」）が考え
られるが、冊子報告書の配布のみでは十分に
需要が満たされていない状況が見て取れる。
遺跡資料リポジトリは、報告書の発見の可能
性を高め、かつ本文へのアクセス性を確実に
高めていることが、これらの利用状況統計か
ら読み取れる。

１８



３－４ 大学図書館の事業から埋蔵文化財行政
の事業へ

大学図書館発の事業としての遺跡資料リポ
ジトリは、灰色文献としての発掘調査報告書
の可視性を高め、必要とする人が誰でも利用
できるような環境を作り上げることを目的と
してスタートしたものである。システム開発
と並んで、プロジェクトへの参加地域の拡大
と遡及的な電子化を大学図書館が中心となっ
て進めてきた。報告書の電子化に必ずしも積
極的でないこの分野において、考古学及び埋
蔵文化財行政の当事者ではない中立的立場の
大学図書館だったからこそ前述３－１～３－３の
ような成果を上げることができたと言えよ
う。スターターとしての大学図書館の役割は
大きいものがある。

前述のとおりプロジェクトの最終目標は、
全国すべての都道府県及び市町村で発行され
る発掘調査報告書が継続的に登録されるプ
ラットフォームとなることである。そのため
に、大学図書館が主導する大学図書館モデル
に加えて、広域モデルを開発し、報告書発行
機関が直接参加できる道筋を開いた。現在、
広域モデルとその発展型である集積モデルを
国立文化財機構 奈良文化財研究所に構築す
べく協議を進めているところである。大学図
書館が主導したプロジェクトのこれまでの５
年間を第 I ステージとするならば、文化財行
政が主導する広域モデル（集積モデル）によ
るプロジェクトが、大学図書館モデルととも
に複線的な参加枠組みを形作る今後を第 II
ステージと位置付けることができる。今やっ
と、第 II ステージの入口に立ったところで
ある。

４章 課題と展望

プロジェクトの最終目標は、全国すべての
都道府県及び市町村で発行される発掘調査報
告書が継続的に登録されるプラットフォーム
となることである。報告書発行機関によるセ

ルフアーカイブを基本とする広域モデルによ
る取組みを今後は重点的に推進していくとと
もに、大学図書館モデルでの参加地域につい
ても、セルフアーカイブによる継続的なコン
テンツの充実を進めていく必要がある。この
章では、上記の観点から今後解決すべき課題
や展望を述べる。

４－１ システムの安定的な運用を目指して
参加地域を持続的に拡大し、新規に発行さ

れる報告書を確実に捉えて登録コンテンツを
継続的に増やしていくためには、大学図書館
モデルにおいても、広域モデル（集積モデル）
においても、システムの運用基盤を安定させ
ることが前提となる。

４－１－１ 大学図書館モデルの将来
プロジェクトの草創期においては、大学図

書館モデルが重要な役割を果たしてきたこと
はすでに述べたとおりであるが、今後大学図
書館モデルでの事業は、個々の大学の状況に
応じて次のいずれかの方向に進むものと考え
られる。

１）引き続き、大学図書館が主導しつつプ
ロジェクトを推進

２）システムの維持管理が困難となり、他
の遺跡資料リポジトリ・システムへコ
ンテンツを統合

CSI 委託事業終了後は、今後２）のケース
が増えてくるものと思われる。従って、大学
図書館モデルが維持困難となった場合の受け
皿となるシステムが今後必要となる。受け皿
となるシステムとして、次項の集積モデルを
想定している。

４－１－２ 広域モデル（集積モデル）
広域モデルは、現在国立情報学研究所の共

同サーバ上に構築し、試験運用しているとこ
ろであるが、将来は奈良文化財研究所へ移行
する予定である。広域モデルとその発展形で
ある集積モデルが安定的に運用されること
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が、今後の参加地域の拡大を保障するととも
に、前項で述べた大学図書館モデルが維持困
難となった場合の受け皿としての役割を果た
すことになる。

奈良文化財研究所における広域モデル（集
積モデル）構築までのロードマップについて
は次章で述べる。

４－２ 参加地域の持続的な拡大とコンテンツ
の継続的な登録

参加地域を持続的に拡大するためには、報
告書発行機関の担当者に遺跡資料リポジトリ
の認知度を高めて有用性を認識してもらうこ
とが第一であり、そのための広報活動が欠か
せないが、その他に次のような方策も検討課
題である。

奈良文化財研究所が運用する報告書抄録
データベースは、発掘調査報告書の巻末に掲
載されている「報告書抄録」を収録したデー
タベースである。報告書抄録は、第２章２－３
で述べたように、報告書の書誌事項と遺跡に
関する基本情報からなるものであり、遺跡資
料リポジトリのメタデータとして採用してい
るものである。毎年、各都道府県教育委員会
が管内の市町村が発行した報告書の抄録デー
タを取りまとめて奈良文化財研究所へ送付
し、奈良文化財研究所でデータチェックの

上、データベースに登録される。抄録データ
の提出率は８割程度と高い。

都道府県から奈良文化財研究所への抄録
データの提出方法の一つとして、遺跡資料リ
ポジトリを使用する方法が考えられる。奈良
文化財研究所に将来設置する集積モデルは、
全国の遺跡資料リポジトリ・サーバに登録さ
れたメタデータ（抄録データ）及び本文 PDF
を集積するため、集積された抄録データを抽
出してデータチェックの上、抄録データベー
スに登録する流れが想定できる。もし、この
方法が可能であれば、抄録データの提出率の
高さを考えると、遺跡資料リポジトリの認知
度が飛躍的に向上することになり、参加地域
拡大と登録コンテンツの継続的な登録を促す
ことにつながると期待される。そのために
は、システム上の検討に併せて、自治体及び
奈良文化財研究所双方において、最適なワー
クフローを検討することが必要となるだろ
う。

４－３ 他システムとの連携による多様な利用
方法

遺跡資料リポジトリに登録された発掘調査
報告書は、Google などのサーチエンジンで
検索できるため視認性は高いと言えるが、他
のシステムと連携することによって、さらに
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報告書の発見と多様な活用に道を開くことが
できる。例えば、国立情報学研究所の CiNii
Books、国立国会図書館の NDL サーチや知
識インフラ構想によって実現される新たな枠
組みにおいて、発掘調査報告書の多様な利活
用が期待される。具体的には、PDF 版報告
書の閲覧利用と冊子版報告書の各種図書館に
おける所蔵状況の確認が同時にできる環境が
実現される。

遺跡資料リポジトリが他システムと機能的
な連携を実現するにあたって問題となるの
が、報告書の識別子の問題である。発掘調査
報告書には、ISBN 等の固有の識別子がない
ものが多い。他システムと連携する際に、レ
コードを関連付けるためのキーとなる識別子
が必要である。今後、文化庁など埋蔵文化財
行政主導により、報告書への統一的な識別子
の付与について検討されることを望みたい。

４－４ データのバックアップ体制及び永続的
な保存

４－４－１ ミラーサイトの構築
今後、システムを安定的に継続して運用し

ていくためには、バックアップ体制を構築し
ておく必要がある。将来、奈良文化財研究所
に置く集積モデルの他に、そのミラーサイト
を全国の２ヶ所程度に置くことが理想である。
これにより、大規模災害時におけるデータ消
失を防ぐことができるばかりでなく、停電な

どによるシステム休止時においても、他サイ
トがサービスを代替して安定したサービスを
提供できるようになる。ミラーサイトの構築
の可能性について、今後関連機関と協議を行
う必要がある。

４－４－２ 保存体制
デジタルデータの永続的な保存の問題は、

遺跡資料リポジトリに限らないデジタルデー
タ全般に関わる問題である。今後は、国内外
の動向を注視しつつ対応する必要がある。

４－５ コミュニティの維持・発展
CSI 事業の委託を受けたこれまでのプロ

ジェクト期間においては、プロジェクト参加
大学を中心とした求心力のあるコミュニティ
が形成され、情報の共有や相互サポート等が
円滑に行われてきた。今後は、広域モデルへ
参加する自治体や埋蔵文化財センター等の機
関が増えていくため、これまで以上に広範な
機関が結集したコミュニティを機能させてい
く必要がある。大学モデルと広域モデルの複
線的な事業枠組みに対応したコミュニティの
機能と在り方について今後、検討する。

５章 今後の計画

５－１ 広域モデル（集積モデル）の構築
現在、奈良文化財研究所と連携して、国立
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情報学研究所の共同サーバ上で実証実験を
行っている遺跡資料リポジトリの広域モデル
を３年計画で奈良文化財研究所へ移行し、集
積モデルを構築する計画である。この３年間
をテスト運用期間として位置付けて、広域モ
デル及び集積モデルの評価・検証を行い、必
要なシステム改修を実施する。

５－２ ミラーサイトの構築
ミラーサイトの構築については、現時点で

は具体的な計画は未定である。３年間のテス
ト運用期間の早い段階で、関連機関と交渉を
開始したい。

プロジェクトの成果発表

遺跡資料リポジトリを普及・拡大させるた
めに、主に考古学及び埋蔵文化財関係のコ
ミュニティを対象として、プロジェクトメン
バー等が次の成果発表を行った。
（論文・記事）

①北條 芳隆．発掘調査報告書の閲覧環境
整備に向けて：遺跡資料リポジトリの活
用．考古学研究．２０１１，vol．５７，no．４．
②篠塚 富士男．遺跡資料リポジトリに
ついて．筑波大学先史学・考古学研究．
２０１１，no．２２．

③土出 郁子，福山 栄作．全国遺跡資料
リポジトリ・プロジェクト：サブジェク
ト・リポジトリ、地方自治体との協働．
大学図書館問題研究誌．２０１１，no．３４．

④福山 栄作，昌子 喜信．座談会『発掘
調査のてびき』その後：デジタルデータ
の保存と活用．考古学研究．２０１１，vol．
５８，no．２．

⑤昌子 喜信．遺跡資料リポジトリ：課題
と展望．情報考古学．２０１２，vol１８，no．１・２

⑥菅野 智則，永井 伸．遺跡資料リポジ
トリと震災復興支援．宮城考古学．
２０１３．５，第１５号

（講演）
①昌子 喜信．“遺跡資料リポジトリ：課

題と展望”．日本情報考古学会第２９回大
会，２０１２．３．２４．

参考文献

１）文化庁文化財部記念物課．埋蔵文化財関係
統計資料．２０１２．３

２）前掲書
３）村上浩介．国立国会図書館における遺跡資

料：紙からデジタルまで．全国遺跡資料リ
ポジトリ・シンポジウム予稿集．２０１２．１１．１５

４）横山成己．遺跡調査報告書の存在意義：い
ま私たちが求めているもの．全国遺跡資料
リポジトリ・ワークショップ．２０１１．１２．１７

５）水山昭宏．報告書の電子化：考古学及び埋
文関連文書の電子化と公開について．月刊
考古学ジャーナル．４１８，１９９７．６．

６）水山昭宏．電子化のススメ．東京考古．１８，
２０００．

７）水山昭宏．電子報告書の現実と近未来像．
考古学研究．４６（４），２０００．３．

８）報告書オープンブックス．http://my.reset.
jp/~arc/asro／，（accessed２０１３／３／２２）

９）報告書抄録データベース．http://mokuren.
nabunken. go. jp / scripts / strieveW. exe ?
USER=SYOUROKU&PW=syouroku，

（accessed２０１３／３／２２）
１０）奈良文化財研究所文化財情報研究室．遺跡

情報交換標準の研究．第２版．奈良文化財
研究所，２００９．２
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資料編 資料１―１

２０１０（平成２２）年度における組織・推進体制

■プロジェクト名称：全国遺跡資料リポジトリ推進会議（RARI）
Repository of Archaeological Reports Initiative

□代表者：プロジェクト代表 島根大学附属図書館長 平川 正人
Project Leader（Director of Shimane University Library）

■プロジェクト推進事務総括： 大阪大学 細戸部長

○企画・広報部会 Section of Planning and Public Relations
主 査：吉光 紀行（山口大学）
副主査：土出 郁子（大阪大学）
スタッフ：寺島 陽子（奈良女子大学）

篠塚 富士男（筑波大学）
大園 隼彦（岡山大学）

・プロジェクト普及・拡大活動
・連絡会，セミナー，シンポジウム等の企画／運用、渉外等

○システム部会 Section of Information & Database System
主 査：福山 栄作（島根大学）
副 主 査：深川 昌彦（山口大学）
スタッフ：金子 尚登（鳥取大学）

中井 陽子（島根大学）
・メタデータ／コンテンツ仕様，調整、クラウドコンピューティング仕様
・登録システム・利用システム改善，仕様作成，管理調整
・他システムとの連携／利活用・応用システム推進，モジュール開発支援など

○コンテンツ部会 Section of Contents Management
主 査：昌子 喜信（島根大学）
副 主 査：竹下 啓行（岡山大学）
スタッフ：遠藤 豪（信州大学）

矢田 貴史（島根大学）
・参加都道府県域における電子化対象コンテンツの収集説明、全体調整、経費執行等

○プロジェクト事務局
・プロジェクト経費申請／連絡・調整、事務統括等
・図書情報課長 板谷 茂 ／ 図書情報課 加本 純夫
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資料１―２

２０１１（平成２３）年度 組織・推進体制

■プロジェクト名称：全国遺跡資料リポジトリ推進会議（RARI）
Repository of Archaeological Reports Initiative

□代表者：プロジェクト代表 島根大学附属図書館長 田籠 博
Project Leader（Director of Shimane University Library）

■プロジェクト推進事務総括： 大阪大学 事務部長 石井 道悦

○企画・広報部会 Section of Planning and Public Relations
主 査：吉光 紀行（山口大学）
副 主 査：森石 みどり（大阪大学）
スタッフ：篠塚 富士男（筑波大学）

徳永 澄子（信州大学）
大園 隼彦（岡山大学）

・プロジェクト普及・拡大活動
・連絡会，セミナー，シンポジウム等の企画／運用

○システム部会 Section of Information & Database System
主 査：福山 栄作（島根大学）
副 主 査：深川 昌彦（山口大学）
スタッフ：上村 孝子（大阪大学）

金子 尚登（鳥取大学）

・メタデータ／コンテンツ仕様，調整、クラウドコンピューティング仕様
・登録システム・利用システム改善，仕様作成，管理調整
・他システムとの連携／利活用・応用システム推進，モジュール開発支援など

○コンテンツ部会 Section of Contents Management
主 査：昌子 喜信（島根大学）
副 主 査：寺島 陽子（奈良女子大学）
スタッフ：市原 瑞基（宮崎大学）

矢田 貴史（島根大学）

・参加都道府県域における電子化対象コンテンツの収集説明、全体調整、経費執行等

○プロジェクト事務局
・プロジェクト経費申請／連絡・調整、事務統括等
・図書情報課長 板谷 茂 ／ 図書情報課 昌子 喜信 ／ 山崎 文子

２４



資料１―３

２０１２（平成２４）年度 組織・推進体制

■プロジェクト名称：全国遺跡資料リポジトリ推進会議（RARI）
Repository of Archaeological Reports Initiative

□プロジェクト代表： 島根大学附属図書館長 田籠 博
Project Leader（Director of Shimane University Library）

□プロジェクト推進事務総括： 大阪大学附属図書館事務部長 奥田 正義

○企画・広報部会 Section of Planning and Public Relations
主 査：吉光 紀行（山口大学）
副 主 査：小笠原 静華（大阪大学）
スタッフ：真中 孝行（筑波大学）

徳永 澄子（信州大学）
永井 伸（東北大学）

・プロジェクト普及・拡大活動
・連絡会，セミナー，シンポジウム等の企画／運用

○システム部会 Section of Information & Database System
主 査：福山 栄作（島根大学）
副 主 査：深川 昌彦（山口大学）
スタッフ：和田 孝子（大阪大学）

金子 尚登（島根大学）
・登録システム・利用システム改善
・他システムとの連携／利活用・応用システム推進，モジュール開発支援など

○コンテンツ部会 Section of Contents Management
主 査：昌子 喜信（島根大学）
副 主 査：寺島 陽子（奈良女子大学）
スタッフ：矢田 貴史（島根大学）

・参加都道府県域における発掘調査報告書の電子化、セルフアーカイブの推進に係る企画調整等

○プロジェクト事務局
事務局長：高木 貞治（図書情報課長）
スタッフ：昌子 喜信／山崎 文子／福山 栄作／金子 尚登／矢田 貴史（図書情報課）

・プロジェクト経費申請／連絡・調整、事務統括等
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資料２

自治体規模により担当
者数は大きく異なる。市
町村での中央値は２名だ
が、１名 以 下 の 体 制 で
行っている自治体も１７０
機関以上あった。

年間発行
冊数 全件 県・政令

指定都市 それ以外

１０冊～ ２０ １５ ５
５～９冊 ３６ ２２ １４
１～４冊 １９１ ２０ １７１
数年に１冊 １８８ １ １８７
未回答 ９ ４ ５
合計 ４４４ ６２ ３８２

報告書の発行冊数も自治体規模によりその割合は大きく異なる結果となったが、県や政令指
定都市を除く自治体では、「数年に１冊」「年に１～４冊」の割合が突出して多い。また近年は発
行していないとする自治体も少なからずあった。リポジトリへの登録に先立ち、過去発行分を
遡及的に電子化することが難しい場合は、先行して新規発行分について優先的に電子化・公開
していくという方法も考えられる。

『遺跡発掘調査報告書作成
および遺跡資料リポジトリ利用環境に関するアンケート調査』

集計結果（最終）

調査目的：
本プロジェクトが今後持続的に発展していくためには、報告書の発行主体である自治体が作

成・保有している電子データを、直接リポジトリに登録する「セルフアーカイブ」をより一層促
進していく必要がある。本調査は、自治体の報告書作成の実態やネットワーク環境等を把握する
ことで、今後の方策を検討する際の参考とするために行った。

調査対象：発掘調査報告書を作成している全国の自治体等
調査期間：平成２３年１１月２日～１２月１２日
回 答 数：４４４機関

【１】報告書作成の状況について
１． 担当者の人数を教えてください。

２． 毎年平均何冊くらい発行していますか。
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印刷時に PDF を作成している自治体
は多く、未作成の場合も今後の作成を予
定している自治体は多い。

しかし一方で、今後も作成予定がない
との回答割合も多く、自治体によるセル
フアーカイブを推進していく上では、な
お課題が多い。

印刷された報告書から、利用に耐えう
る電子データを作成するには、機器等の
整備も必要となる。

しかし、印刷体発行の過程では必ず電子的なデータが発生するため、仕様書等で、印刷業者
に冊子とあわせ電子データ（PDF）での納品を義務付けることで、コストもほとんどかけず
電子データを入手することが可能となるはずである。

遺跡資料リポジトリに登録する報告書
の書誌データは奈良文化財研究所（奈文
研）の抄録データベースに寄る部分も大
きい。統一性が高く、汎用的に利活用で
きる書誌データの構築は、これからの学
術情報流通には欠かせないものとなって
きている。

しかし、奈文研に報告書の抄録データ
を提供している自治体は、全体の半数以
下にとどまっているのが現状のようだ

（ただし発行実績のない機関も含む）。

多くの機関で、１人１台の PC が配布さ
れていることが分かった。業務単位ごと
に PC を使い分けられているケースもあ
る。

３． 報告書作成時に、PDF ファイルを作成していますか。

４． 奈良文化財研究所へのデータ登録をおこなっていますか

【２】業務用 PC 環境について
１、業務用 PC の配布状況について教えてください。
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業務で使用しているOSはWindows がほとんどで、Mac ユーザは思いのほか少なかった。
また、Webブラウザにおいては、Internet Explorer の使用率が圧倒的に高い。

セキュリティ等の関係で、外部接続が
できない環境にある割合も高い。また、
外部接続は共有 PC のみで利用している
場合も多い。

２． ソフトウェアについて教えてください。複数の PC を使用している場合は、個々の PC につ
いて回答してください。（複数回答可）

（ア）Operation System （イ）Web ブラウザ

（ウ）PDF 作成ソフト （エ）電子メール

３． ネットワークに接続されていますか。
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光ファイバを使った
接続が最も多く、ネッ
ト環境は比較的整備さ
れていることが分かっ
たが、回線速度はまち
まちであった。

現時点において、認知度が非常に
低いのは否めない。特にプロジェク
ト非参加地域では、半数以上が遺跡
資料リポジトリを知らなかった。ま
た、知っている場合でも、「よく利
用」「たまに利用」の割合は低く、
今後広域展開を図るうえでは、本プ
ロジェクトの意義を効果的に PR し
ていくとともに、データの質・量を
さらに充実させ実用性を高める必要
がある。

また、「リポジトリ」「セルフアー
カイブ」といった自治体担当者には
分かりにくい表現が多いことも、
とっつきにくくしている要因と思わ
れる。より一般的で分かりやすい表
現での広報が重要だといえ、今後自
治体向けのパンフレット作成などを
検討しているところである。

【３】職場のネットワーク環境について（外部ネットワークに接続されている方のみ回答してく
ださい。）
１． 回線の種類を教えてください。

【４】遺跡資料リポジトリについて
１． 遺跡資料リポジトリに登録された報告書を利用したことがありますか。
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未登録の場合でも電子データによ
る公開の必要性は認識されており、
今後の登録を希望している自治体は
多い。

一方で、「未回答」の比率の高さ
は、認知度不足もあり、まだ検討以
前の段階にある自治体も少なくない
ことを表している。

また、設問になかったためデータ
には表れていないが、遺跡資料リポ
ジトリ以外（各機関の HP 等）で本文
データを公開している自治体も多い
と思われる。自治体が成果物を自身
の Web サイト上で公開することの
意義は大きい。しかし、利用者に
とっては、より広域の、よりたくさ
んの報告書が、一つのサイトで横断
的に検索・閲覧できる本リポジトリ
の必要性は高い。これらに加えて、
リポジトリへも登録をしていただけ
るよう積極的に働きかけていく必要
がある。

自治体担当者から見た、本プロジェクトの分かりにくい点や疑問点、参加するにあたっての
不安など、多くのコメントをいただいた。
（いただいたご意見への回答は、情報を整理し、Q&Aなどの形式で後日ホームページやパン
フレット等を通じて提供する予定。）

２、遺跡資料リポジトリに報告書を登録していますか。

【５】遺跡資料リポジトリ、セルフアーカイブなどについて、ご自由にご記入ください。

（以下、コメントを抜粋して掲載）
■プロジェクト参加地域

（リポジトリシステムについて）
□アップするのに時間がかかったり、スムーズにいかない場合が多い。データベース部分の間違

いに気づいても、自分で入力したデータ以外は大学にその都度頼まないといけないため、申し
訳なく思う。

□リポジトリの登録情報に間違いがあるため、自分で修正できるようにしてほしい。
□容量が大きすぎて、データが開けないものが多い。各報告書の章単位で分けてくれるとよみや
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すい。
□遺跡調査報告書のデータが重く、ダウンロードする際に時間がかかりますので、もう少し軽い

データにするほうがいいのではないでしょうか。

（コンテンツの内容について）
□蔵書の少ない小規模自治体としては非常にありがたいシステムだと思っております。登録資料

数のさらなる充実を期待します。
□今後も登録資料が増加されることを希望いたします。
□これからも、さらに質量ともに充実した内容になることを期待しています。
□（現状では）必要とする電子化された報告書が極めて少ないため、利用できない。

（著作権・版権等について）
□インターネットなどからすぐにアクセスして印刷ができるため、せっかく担当者が苦労して作

り上げた図面を著作権などを無視して論文などに無断に使用されないか心配である。自分が学
生の頃などはトレースなど自分の足で自治体に出向いてさせていただいたものです。多くの人
の目に触れることは大事とは思うのですが・・・

□今年度から登録しています。今後既刊の報告書でも残部が少なく販売していないものや、販売
しているものでも執筆者の了解を得られるものについては登録したいと思います。

□リポジトリには興味があるが、教育委員会と大学と事業団での協議では、版権などの問題があ
り、現状では未登録となっている。版権などの問題をどのようにクリアしているのか、教えて
ほしい。

□現在、頒布中の刊行物は表紙・目次等のみ公開の条件で登録していただいているが、今後どの
ようなタイミングで全公開にするかが課題である。

□掲載内容によっては著作権の問題が生じる。
□将来的には、電子化し、広く公開すべきと考えるが、以前の報告書には個人情報に係わる記載

などがあり、著作権などの問題も含めて、一般公開する前に解決すべき問題があると考える。
□電子化された埋蔵文化財発掘調査報告書は、利用者側としては、容易に必要とする遺跡情報の

学術情報を利用できるが、その反面、情報の提供者側としては、容易に大量の文字データを複
写され、また、写真画像等についても著作権者の許可なく、自由に加工して使える環境下にお
かれる。汎用化されるまでは、まだまだ、かなりの年数がかかるものと思われるが、今後、報
告書の編集者や出版者側の著作権をどこまで保護出来得るのかが大きな課題となってくると思
われる。

□現在、報告書の一般販売を行っており、著作権放棄等の問題と合わせ、組織内での十分な検討
が必要と考えております。

（業務量など自治体の負担について）
□リポジトリ自体の有用性については認識しているが、日常業務に忙殺されており、積極的に参

画するところまで意識できていない。
□受諾事業を主とする機関では抄録データ入力が重荷となる。
□遺跡資料リポジトリは○○大学付属図書館さんがすべてやってくれましたので、参加できまし

た。市独自は、以前の報告書の PDF 化の面倒な点や市ホームページの容量、システム上から

３１



むずかしいです。

（紙媒体との関係）
□この事業の普及は基本的に望ましいことと思われるが、自治体の財政事情や経済情勢が芳しく

ない昨今、紙ベースでの報告書発行をしなくても良いのではないかという風潮が財政部局や発
掘調査原因者に蔓延してきており、この事業の遂行が助長しているとも感じられる。電子デー
タへの偏重傾向は、災害時の弱さ、またこの事業が未来永劫継続するとも思われず、望ましく
ない事態も生じうる虞がある。この事業に取り組むのであれば、埋蔵文化財保護行政全般を見
通した観点や配慮が欲しい。

□利便性は高いが、急速な導入拡大は、報告書刊行部数減や廃止につながるおそれがある。
□同時に紙媒体の大切さについても訴え続けて欲しいと考えます。
□遺跡資料リポジトリが整備されていったとしても、紙に印刷する報告書の必要性は高いと考え

ていますので、報告書の印刷部数の削減化につながらないような歯止めも必要だと思います。

（運営主体について）
□説明責任の観点からみても、データ公開は各機関ホームページ上で行うことが望ましい。
□当調査室は○○市教育委員会の外郭団体なので、登録の可否については、○○市教育委員会が

判断すべきであると思います。

■プロジェクト非参加地域

（プロジェクトの認知度について）
□内容がよくわからない。アンケートの中で具体的な説明をしていただくとともに、事業内容の

周知をもっとしていただきたい。
□初めて聞く用語ですが、普及についてどのような方法をとられていますか？
□（特にカタカナ語について）内容が分かるような説明をつけてほしいです。
□不勉強でリポジトリなど不明の用語が多々あり、今後一般的な分かりやすい用語をお使い頂け

ますよう要望いたします。
□遺跡資料リポジトリ、セルフアーカイブという言葉から内容を連想することは難しい。
□システム内容およびその運用についてよく分かっておりません。
□非常に知名度が低いのは間違いないです（特に行政の中では）。個人的に関心がないと存在も

知られていないと思います。
□リポジトリという文言をはじめて耳にしました。
□リポジトリへの登録は地元の国立大学が一方的にすすめるものと思っていたが、自治体側から

登録が可能であるなら、その方法等について教えていただきたい。遺跡リポジトリではなく、
各市町村が文化財部署のページで報告書の PDF ファイルを公開している場合も多い。市町へ
の PDF ファイルデータ等の提供呼び掛けや、自治体自身で登録が可能であるなら、もう少し
呼びかけが必要なのではないか。

□システムの詳細、参加・協力方法、具体的なメリット・デメリット等の情報がなく参加・不参
加も決めかねている状況である。
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（コンテンツの内容について）
□解像度が低いため、印刷して、図が不鮮明になったり、２次利用する際に不鮮明になる場合の

対応策はあるのでしょうか？（高解像度データの利用対応や提供等のサービスの実施など）
□図面や写真の精度の問題。
□インターネット上のものは画質が悪く、図面の転載が難しいなどの問題があるため。
□PDF のみならず、HTML での登録（動画等）も活用しやすい環境も必要と考えます。

（著作権・版権等について）
□本市におきましては、一部報告書の有償頒布を行っておりまして、それとの競合も視野に入れ

ていただきたいと思います。ただ、今後はこのような仕組みや、取り組みが多くなるのではと
思っております。

□○○市からの委託により発掘調査報告書を作成しており、著作権は市が所有していることか
ら、遺跡資料リポジトリへの登録については関係部局との調整が必要となります。

□意義はわかるが、刊行物の販売収入に影響するため、担当では判断できない。おそらく県全体
で参加となれば参加することになると思われる。

（業務量など自治体の負担について）
□電子化は必要だと思うが、予算と手間を考えると、対応できるか不透明。
□代行登録なら登録したいが、セルフアーカイブなら難しい。
□発掘調査成果の有効活用のためには、報告書の電子化、Web 上での公開は意義のあることと

考えるが、自ら電子化をするノウハウや人員が不足しているため、代行によって電子化や登録
を進めてもらえるのであれば、今後、登録を考えていきたい。

□手続き、方法等面倒ならば（登録は希望しない。）
□休日なしで忙しいので、そこまでできない。国がもう少し市町村を助けてほしい。
□デジタル化することによる担当者への負担が増加することがないのかどうかが不安。デジタル

公開が今後は望ましいとは考える。
□発掘調査成果の有効活用のためには、報告書の電子化、Web 上での公開は意義のあることと

考えるが、自ら電子化をするノウハウや人員が不足しているため、代行によって電子化や登録
を進めてもらえるのであれば、今後、登録を考えていきたい。

□情報収集の重要性や資料の利用を考えると大変有益なことであるが、当市においてこれまでに
刊行した報告書や考古学情報は膨大な量であり、予算的、人的にみて一朝一夕に進めることは
難しいものと考えられます。

（運営主体について）
□現在、町で刊行した発掘調査報告書をホームページに掲載する方法を考えています。
□本市としましても、今後はこのような場所もしくは市の HP への公開を検討したいと考えてお

ります。
□未対応（自治体で公開予定）。県単位で取り組み状況が異なり認知されていない事が多いと思

います。既に自治体独自で公開しているケースもありますので、そこへのリンク体制と、奈文
研の報告書抄データベースとの対応や関連付けがなされるとアクセスしやすい。

□既に自治体の HP 等で公開しているため、リポジトリへの参加は県内の動向を窺いながら検討
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したい。
□（現在は）ホームページで報告書等の刊行物を PDF データにより公開していますが、今後検

討したい。
□（自機関で HP での）セルフアーカイブを検討したいと考えている。

（その他）
□システム自体を知らないので、今後調べて検討したい。
□遺跡資料リポジトリへの登録や活用については、今後、検討していきたい。
□未登録だが、今後登録を検討する。
□HP を拝見させていただきましたが、まだ、発展途上という形であるように感じました。各地

での都道府県や市町村の参加と協力が今後、重要であるように思われます。
□奈良文化財研究所で、地理情報の研修講座が開設されていて情報共有化にはまだまだ越えなけ

ればならないデータ形式の統一などの課題があり、予算を獲得しやすい組織・機関が先行し、
出遅れたところはいつまでも情報の狭間に取り残される感がある。

□論文等については、刊行部数に予算が限られてしまう状況からしても、Web 上に掲載するこ
とは進められていく方が望ましい。報告書は、様々な類例等の集成などで利用することが多
い。現況では PDF などの電子データよりも、紙媒体の方が利用しやすいと感じており、紙媒
体の一定量の刊行も必要だと思う。

□将来的に情報媒体が大きく変化した場合の利用については不安を感じます。今後については、
国、都道府県等が地方の現状を踏まえてきめの細かい対応ができるように検討していただきた
い。

□各県１か所に紙媒体の報告書を設置するなどの決まりを定めることにも力を入れてもらいたい。
□報告書作成実績なし。記録保存のために行われた発掘調査であれば結果はできる限り公表され

なければならないと思いますが、どのような利用者層が想定されるのでしょうか。本件によっ
て利用者層も広がるということは、さらに平易な表現によるものを作成するなど、記録の内容
も相応に分化していかなければならない、ということになるのでしょうか。

□考古学研究だけでなく、情報公開やペーパーレス化の流れからみてもよいことだと思います。
□オンライン公開することで広く活用されることが想像されます。今後のますますの発展を期待

します。
□報告書作成においてどこまでをデジタル化すべきかが現段階で不明（補助金等を使って作成す

るので、その指針等を国等が具体的に示してもらいたい）。
□文献調査などの点で利点が多いように感じます。今後、当地域で埋蔵文化財調査などを実施す

る可能性もありますので、その際には有効だと思います。大学図書館や専門機関から離れてい
る地域では、文献調査は大変なことなので、ネット環境で入手できる環境は是非国策として進
めてほしい（埋文以外の分野にも）と思います。

□今回の調査で初めて遺跡資料リポジトリの存在を知りました。電子化を行うにあたり、汎用性
の高い（町のホームページやリポジトリなど、さまざまな場所で公開できる）方法があれば検
討したいと思います。報告書の活用は博物館にとっては難しい問題です。活用できない資料が
年々増加しているのが実情です。（中略）リポジトリが、電子化による利用の促進だけでなく、
発掘調査報告書の在り方について見直す機会になればと思います。
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資料３―１

全国遺跡資料リポジトリ・オープンカンファレンス
―文化遺産の記録をすべての人々へ！―

日 時：平成２２年１２月１７日（金）
会 場：大阪大学附属図書館 総合図書館ホール
対 象：国立大学遺跡資料リポジトリ担当者，大学教員・院生，研究者，自治体文化財担当者ほ

か
定 員：１００名
趣 旨： 電子ブックを携帯端末で読むことが当たり前になりつつある今日、発行部数が少なく

入手が困難な資料こそ電子化が進められ、誰でもどこでも入手できるようにする必要が
あるといえます。入手困難な資料の代表である遺跡資料 ―発掘調査報告書― を電子
化して公開し、必要とする人たちがいつでもどこでも活用できるようにしよう、このよ
うな思いでプロジェクトに取り組んで３年がたちました。３年目の今年は２０府県域まで拡
大し取組みを進めているところですが、全都道府県へ展開するまではまだ道半ばです。

この取組みが全国に展開し、そして電子化と公開のための持続可能な体制を構築する
ためには何が必要か、課題を整理し、議論を喚起する場として、全国遺跡資料リポジト
リ・オープンカンファレンスを開催します。遺跡資料を利用する側である研究者や院生
と遺跡資料（報告書）を作成する側である自治体文化財担当者を交えてともに議論し、
今後の方向性を探る場としたいと思います。

《プログラム》
全体の司会進行：細戸 康治 大阪大学附属図書館事務部長
１３：００－１３：１０ 開会挨拶 プロジェクト代表 平川 正人 島根大学附属図書館長

会場館館長 小泉 潤二 大阪大学附属図書館長
１３：１０－１３：５０ 講演「アナログ報告書とデジタル報告書 ―その確執と勝敗のゆくえ―」

北條 芳隆 東海大学文学部歴史学科考古学専攻
１３：５０－１４：３０ 講演「埋蔵文化財保護行政の現状と課題―発掘調査から報告書刊行まで―」

禰冝田 佳男 文化庁記念物課主任文化財調査官
１４：３０－１５：１０ 講演「NDL によるデジタルアーカイブの統合検索サービスについて

―PORTA の現状と将来から見た、遺跡資料との連携による効果―」
柴田 昌樹 国立国会図書館関西館電子図書館課

１５：１０－１５：５０ 講演「発掘調査と報告書 ―過去・現在・未来―」
及川 昭文 総合研究大学院大学図書館長

―――――――――――――――――休 憩（２０分） ―――――――――――――――――
□全体会議：「遺跡資料リポジトリの拡大と今後の課題」
１６：１０－１７：３０ 司会進行：細戸 康治 大阪大学附属図書館事務部長

議 長 団：吉光 紀行 企画・広報部会主査
福山 栄作 システム部会主査
昌子 喜信 コンテンツ部会主査

（１）平成２２年度遺跡資料リポジトリ・プロジェクトの進捗状況報告
（２）平成２２年度遺跡資料リポジトリ各大学からの報告
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（３）意見交換
（４）まとめ

１７：３０ 閉会挨拶 細戸 康治 大阪大学附属図書館事務部長
１７：３０－１８：００ 休憩・移動
１８：００－１９：２０ 情報交換会
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資料３―２―１

全国遺跡資料リポジトリ・ワークショップ in 東京
文化遺産の記録をすべての人々へ！

―遺跡資料リポジトリの自立的な展開をめざして―

日 時：平成２３年１１月２６日（土） １３：００～１７：３０
会 場：国立情報学研究所 １２階会議室
対 象：自治体文化財担当者，一般市民，大学教員・院生，大学図書館員ほか
定 員：８０名
趣 旨： 全国遺跡資料リポジトリ・プロジェクトは、国立情報学研究所の最先端学術情報基盤

整備（CSI）委託事業として取り組み、２０府県域へと拡大しながら今年で４年目を迎え
ます。この間、発行部数が少なく入手が難しい学術資料のひとつである遺跡の発掘調査
報告書をデジタル化し、遺跡資料リポジトリシステムを通して、必要とする人が誰でも
利用できるよう、公開・発信してきました。このプロジェクトを通して、これまでに発
行された全国の報告書が網羅的に利用できるアーカイブとして整備されて初めて、研
究・教育上の効果を発揮するものとなります。

遺跡資料リポジトリが今後このようなアーカイブとしての機能を完成するためには、
１）参加都道府県の水平的な展開（拡大）、２）報告書デジタル化の遡及的な深化、３）新
規発行報告書の継続的な登録が課題となります。このような課題を乗り越えるためには
何が必要か？ 報告書を作成する側である自治体担当者、利用する側である研究者・学
生並びに一般市民、報告書の利用環境を整えて提供する側である大学図書館関係者の３
者が、遺跡資料リポジトリ・プロジェクトの今後の方向性を議論し、自立的な展開のた
めには何をしなければならないかを共に考えるための場として、ワークショップを開催
します。

《プログラム》
全体の司会進行：石井 道悦 大阪大学附属図書館事務部長
１３：００－１３：１０ 開会挨拶 プロジェクト代表：田籠 博 島根大学附属図書館長

共催機関：安達 淳 国立情報学研究所 学術基盤推進部長
（１）講 演
１３：１０－１３：５０ 講演「埋蔵文化財保護行政の現状と課題―『発掘調査のてびき』から―」

水ノ江 和同 文化庁記念物課文化財調査官
１３：５０－１４：３０ 講演「遺跡資料リポジトリのこれから―永続への課題―」

笹本 正治 信州大学附属図書館長（副学長）
１４：３０－１５：００ 講演「デジタルとアナログの狭間で―埋蔵文化財行政の場合―」

五十嵐 彰 東京都埋蔵文化財センター調査研究員
―――――――――――――――――休 憩（１５分） ―――――――――――――――――

１５：１５－１５：４５ 講演「遺跡データベースと報告書」
菅野 智則 東北大学埋蔵文化財調査室文化財調査員

１５：４５－１６：００ 報告「遺跡資料リポジトリ・プロジェクトの現況」
吉光 紀行 企画・広報部会主査（山口大学情報環境部学術情報課長）
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（２）パネルディスカッション
１６：００－１７：３０ コーディネータ：北條 芳隆 東海大学教授

パネリスト：水ノ江 和同、笹本 正治、五十嵐 彰、
菅野 智則、吉光 紀行

１７：３０ 閉会挨拶 石井 道悦 大阪大学附属図書館事務部長
１７：３０－１８：００ 休憩・移動
１８：００－１９：２０ 情報交換会

主 催： 国立情報学研究所 CSI 委託事業（領域２）全国遺跡資料リポジトリ・プロジェクト
共 催： 国立情報学研究所
後 援： デジタルリポジトリ連合（Digital Repository Federation : DRF）

日本情報考古学会
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資料３―２―２

全国遺跡資料リポジトリ・ワークショップ in 福岡
文化遺産の記録をすべての人々へ！

―遺跡資料リポジトリの自立的な展開をめざして―

日 時：平成２３年１２月１７日（土） １３：００～１７：３０
会 場：九州大学附属図書館視聴覚ホール
対 象：自治体文化財担当者，一般市民，大学教員・院生，大学図書館員ほか
定 員：１００名
趣 旨： 全国遺跡資料リポジトリ・プロジェクトは、国立情報学研究所の最先端学術情報基盤

整備（CSI）委託事業として取り組み、２０府県域へと拡大しながら今年で４年目を迎え
ます。この間、発行部数が少なく入手が難しい学術資料のひとつである遺跡の発掘調査
報告書をデジタル化し、遺跡資料リポジトリシステムを通して、必要とする人が誰でも
利用できるよう、公開・発信してきました。このプロジェクトを通して、これまでに発
行された全国の報告書が網羅的に利用できるアーカイブとして整備されて初めて、研
究・教育上の効果を発揮するものとなります。

遺跡資料リポジトリが今後このようなアーカイブとしての機能を完成するためには、
１）参加都道府県の水平的な展開（拡大）、２）報告書デジタル化の遡及的な深化、３）新
規発行報告書の継続的な登録が課題となります。このような課題を乗り越えるためには
何が必要か？ 報告書を作成する側である自治体担当者、利用する側である研究者・学
生並びに一般市民、報告書の利用環境を整えて提供する側である大学図書館関係者の３
者が、遺跡資料リポジトリ・プロジェクトの今後の方向性を議論し、自立的な展開のた
めには何をしなければならないかを共に考えるための場として、ワークショップを開催
します。

《プログラム》
全体の司会進行：石井 道悦 大阪大学附属図書館事務部長

１３：００－１３：１０ 開会挨拶 プロジェクト代表：田籠 博 島根大学附属図書館長
共催機関：川本 芳昭 九州大学附属図書館長

（１）講 演
１３：１０－１３：５０ 講演 遺跡情報記録とデータベース

森本 晋 奈良文化財研究所 文化財情報研究室長
１３：５０－１４：２０ 講演 「遺跡調査報告書の存在意義―いま私たちが求めているもの―」

横山 成己 山口大学埋蔵文化財資料館助教
１４：２０－１４：５０ 講演 「宮崎県埋蔵文化財センターにおけるリポジトリ活用について」

柳田 晴子 宮崎県埋蔵文化財センター調査第一課
―――――――――――――――――休 憩（１５分） ―――――――――――――――――

１５：０５－１５：４５ 講演 「埋蔵文化財保護行政の現状と課題―『発掘調査のてびき』から―」
水ノ江 和同 文化庁記念物課文化財調査官

１５：４５－１６：００ 報告 「遺跡資料リポジトリ・プロジェクトの現況」
吉光 紀行 企画・広報部会主査（山口大学情報環境部学術情報課長）

３９



（２）パネルディスカッション
１６：００－１７：３０ コーディネータ：笹本 正治 信州大学附属図書館長（副学長）

パネリスト：水ノ江 和同、森本 晋、横山 成己、吉光 紀行

１７：３０ 閉会挨拶 石井 道悦 大阪大学附属図書館事務部長
１７：３０－１８：００ 休憩・移動
１８：００－１９：２０ 情報交換会

主 催： 国立情報学研究所 CSI 委託事業（領域２）全国遺跡資料リポジトリ・プロジェクト
共 催： 九州大学附属図書館
後 援： デジタルリポジトリ連合（Digital Repository Federation : DRF）

日本情報考古学会
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資料３―３

全国遺跡資料リポジトリ・シンポジウム
文化遺産の記録をすべての人々へ！
―発掘調査報告書の電子化と公開を考える―

趣 旨：
遺跡資料リポジトリ・プロジェクトは遺跡の発掘調査報告書を電子化して公開するプロジェ

クトとして、２００８（平成２０）年にスタートし、今年で５年目となります。発行部数が少なく、
入手が困難な灰色文献としての発掘調査報告書を、必要とする人がいつでもどこでも利用でき
るようにすることを目指して、大学図書館が自治体の文化財担当部署と連携しつつ推進してい
ます。プロジェクト開始以来、取組みは２２府県に拡大し、約１２，０００冊近くの報告書を電子化し
て公開しました。

４年間の取組みを通して、報告書の利用促進を図る上で電子版報告書の有効性が確認される
ととともに、保存媒体としての印刷版報告書の必要性も共通の認識として共有されました。ま
た、東日本大震災後の被災文化遺産の調査・復興支援の活動において、遺跡資料リポジトリを
活用した情報提供が有効であることも認識されつつあります。その一方で、参加する自治体の
拡大のためには、これまでのような大学図書館が仲介するモデルだけではなく、参加を希望す
る自治体が直接参加できるような枠組みの整備を進めることが課題となっています。

本プロジェクトは、開始当初から国立情報学研究所の最先端学術情報基盤整備（CSI）事業
の委託を受けて取り組んでまいりましたが、今年度が委託事業の最終年度となります。文化遺
産を始めとする様々な文化資源のデジタル化が広範に、そして大きなうねりとなって進みつつ
ある現在、遺跡資料リポジトリをそのような大きな流れの中に位置付けて見ることが必要で
す。これまでの事業の成果と課題を確認し、これからの本プロジェクトの将来を展望するため
にシンポジウムを開催します。埋蔵文化財関係者や考古学関係者だけでなく、広く文化資源の
デジタル化に関心を持つ方々の参加をお待ちしています。

対 象：一般市民，自治体文化財担当者，大学教員・学生，大学図書館員ほか
日 時：平成２４年１１月１５日（木） １３：００～１７：３０
会 場：大阪大学附属図書館 総合図書館 A 棟６階図書館ホール
定 員：１００名
主 催：全国遺跡資料リポジトリ・プロジェクト（国立情報学研究所 CSI 委託事業〈領域２〉）
共 催：大阪大学附属図書館， 島根大学附属図書館
後 援：国立情報学研究所

デジタルリポジトリ連合（Digital Repository Federation : DRF）
独立行政法人国立文化財機構 奈良文化財研究所
日本情報考古学会

プログラム
全体の司会進行：奥田 正義 大阪大学附属図書館事務部長
開会挨拶 プロジェクト代表：田籠 博 島根大学附属図書館長

共催機関：東島 清 大阪大学附属図書館長（理事・副学長）

４１



第１部 遺跡資料リポジトリはどこまで来たか？ １３：１０～１４：１０

報告 「遺跡資料リポジトリの現状と今後の計画」
矢田 貴史 プロジェクト事務局（島根大学附属図書館） １３：１０～１３：３０

講演 「被災地の復興支援と遺跡資料リポジトリ」
菅野 智則 東北大学埋蔵文化財調査室文化財調査員 １３：３０～１４：１０

第２部 遺跡資料リポジトリはどこへ向かって行くのか？ １４：１０～１６：３０

講演 「国立国会図書館における遺跡資料―紙からデジタルまで」
村上 浩介 国立国会図書館関西館 電子図書館課長補佐 １４：１０～１４：５０

休憩 １４：５０～１５：１０

講演 「考古学アーカイヴと遺跡資料リポジトリ」
赤塚 次郎 愛知県埋蔵文化財センター １５：１０～１５：５０

講演 「遺跡情報記録と発掘調査報告書」
森本 晋 奈良文化財研究所 文化財情報研究室長 １５：５０～１６：３０

第３部 パネル・ディスカッション １６：３０～１７：３０

コーディネータ：笹本 正治 信州大学附属図書館長（副学長）
パネリスト：菅野 智則、村上 浩介、赤塚 次郎、森本 晋、矢田 貴史

閉会挨拶 奥田 正義 大阪大学附属図書館事務部長
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平成２３年８月５日
全国遺跡資料リポジトリ推進会議

遺跡資料リポジトリが推奨する出版時電子化仕様

遺跡資料リポジトリでは、遺跡発掘調査報告書（以下「報告書」という。）の電子媒体の収集
と公開を行っています。リポジトリへの登録をご検討いただける場合、各機関で今後の報告書を
発行される際に、あわせて、以下の仕様で電子ファイルを作成されることを推奨します。

また、保存用（高精細印刷用）と遺跡資料リポジトリで利用する公開用の２種類のファイルを
作成することを勧めます。

１． ファイル形式
ファイル形式は、PDF（Portable Document Format:ISO３２０００－１）とする。

２． 文字
フォント埋め込みを行い該当フォントの無い端末でも利用できるように配慮する。また、
フォントのライセンスに注意を行うこと、及び検索可能な文字コードを使用すること。

３． 写真
写真は、ファイルサイズに最も影響を与えるデータのため、公開用は３００dpi で jpeg 圧縮と
する。また、保存用は６００dpi 無圧縮とする。

４． 図・地図
ベクトルデータが使える場合には、ベクトルデータを使うこと。ベクトルデータを使うこと
により、拡大時に滑らかな表示を得ることが出来る。
２値のビットマップ形式は、公開用・保存用ともに６００dpi とし、複数色を使用するビット
マップ形式は、写真に準ずる。

５． 製版用記号
トンボ等の製版用記号は取り除き出版ページ単位で１ページを作成する。

６． ファイル分割
ファイルサイズが５００MB を超える場合には、５００MB 以下になるように章毎にファイル分割
を行う。

７． 目次
しおりを作成し、目次を設定すること。これにより、該当頁を素早く表示することができ
る。

８． その他
PDF は、スクリプトやマルチメディアファイルを含めることができるが、将来的に不安定
な規格は使用しないこと。また、ウィルス混入に注意すること。

参考）
J-STAGE 運用マニュアル０９．PDF 作成指針 http://www.jsce.or.jp/nctam/shishin.pdf
J-STAGE 運用マニュアル０９．PDF 作成指針（要約）

http://drf.lib.hokudai.ac.jp/drfml/pdfRNWHxiMNXl.pdf

資料４
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